
 

 

ＪＲ連合 

ＮＥＷＳ 

ＪＲ産業に集う 
すべての仲間の 
ＪＲ連合への 
総結集を！！ 

2024年度 
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２０２５年１月２７日 日本鉄道労働組合連合会 
 

 

2024年１月から 16回にわたり、厚生労働省において労働基準関係法制の見直しに係る検討会「労

働基準関係法制研究会」（以下、「研究会」）が開催され、本年１月に「報告書」がまとめられた。研

究会では、働き方の多様化に対応する必要性などに関する議論のほか、労使コミュニケーションに関

する事項として、集団的労使関係のあり方や労使協定の締結単位見直しなどについても議論された。 

ＪＲ連合としては、既存の労働組合こそが労使コミュ 

ニケーションの中核であり、これを形骸化するような方

向での議論がなされてないか動向を注視するとともに、過

半数労働組合が存在しない場合には現状でも多くの課題が

あることなどを踏まえ、ＪＲ連合としての考え方をまとめ

てＨＰに公表した。そして、連合やマスコミなどと課題認

識の共有や発信を行ってきた。 

１月８日に公表された報告書では、「労使コミュニケーシ

ョンの中核を労働組合とすること」が明記され、それが基

調となっていることや、従業員代表の複数人数化に関する

記述がなされるなど、連合や私たちの主張が反映されている。一方で、複数人数化された従業員代表

に労働組合から優先的に選出することは明記さ

れていないことなど、課題も残っている。 
 

2026年法改正に向けて 
本年１月 21 に開催された労働政策審議会（労

働条件分科会）の中で「研究会」報告書が報告さ

れ、労使コミュニケーション部分についての質疑

も多く出された。今後、2026年の法改正をめざし

て議論が進められることとなるとみられる。 

ＪＲ連合としては、「健全な労働組合の重要性」

や「団体交渉による労使コミュニケーションの重

要性」を発信する良い機会と捉え、連合などへの

働きかけを通じて、あるべき法改正の議論がなさ

れるよう積極的に関与していく。 

そして、憲法に保障された団結権に基づき自主

的に組織された労働組合こそが、職場の隅々まで

の実態を的確に把握し、労働者の代表たるに相応

しい存在であることを訴え、労働組合の結成・拡

大に繋がるような実効ある法改正を求めていく。 

昨年 10月 31日に開催された連合主催シンポジウムに 

パネリストとして出席する相良局長 

労働基準法制の見直しに関するＪＲ連合見解（抜粋）  
(1)労働政策を推進する大前提として、労使コミュニ
ケーションの中核的役割の担い手は労働組合である
と位置づけるべき。国は、こうしたスタンスのも
と、労働組合の結成や組織拡大を政策方針、政策目
標として位置づけ、支援・促進する具体策を検討・
推進すべき。 

(2)過半数代表制を法の趣旨に基づき機能させること
が重要であり、仕組みの整備や補強を求めるべき。 

(3)「労働者代表制の法整備」を検討すべき。検討に
あたっては、「①労働組合の優越性」②「労働者を
適切に代表する機能」③「経営者との対等性や独立
性」が重要 

(4)協定締結や意見聴取等の「法廷手続き」は「事業
場」を単位として行われるべき。 

「研究会」報告書・労使コミュニケーションに関する
ＪＲ連合コメント（抜粋）  
(1)「労働組合の結成・拡大の支援・促進」を明確に
目標化すべき 

(2)労働三権など労働法の基礎知識等の従業員教育を
企業に義務化すべき 

(3)過半数労働組合には、過半数代表者を上回る便宜
供与や支援を行うべき 

(4)労働組合を過半数代表者の相談支援先に明記する
とともに、労働組合結成を促すべき。 


